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なぜ熱エネルギー政策か

最終エネルギー需要の半分は熱であるにもかかわらず、熱エネルギー政策の全体像は見え
ない。

投入エネル
ギー

供給・利用
設備 熱の形態 利用温度

石油、石炭、天然
ガス、電気、バイ
オマス・・・

「熱」が難しすぎるという問題

ボイラ、工業炉、
ヒートポンプ、
コージェネレー
ションシステ
ム・・・

温水、蒸気、輻射
熱、雰囲気ガ
ス・・・

冷熱（10℃以下）

～超高温熱
（1,000℃以上）

①熱需給の把握が難しい（統計上は燃料消費量しか把握していない）

②関連する政策範囲が広い（よくわからない。そもそも熱エネルギー政策という概念がない）
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熱需給の現状 ～熱エネルギーに着目したエネルギーフロー（2015年度）～
※輸送部門を除く。

（注）最終エネルギー消費を中心に記述。熱以外には電力・原料が含まれる。
（出所）経済産業省「総合エネルギー統計」等をもとに三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

還元プロセス等

プラスチック製造等

高温

中温

低温～冷熱

中温

低温～冷熱

一部の電気は熱エネルギーへ
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熱エネルギーに関わる主な政策とその範囲

「熱」に限らない政策の一部が熱に関連している。

＝「熱エネルギー政策」とは熱から見たエネルギー政策の再整理

再エネ熱利用
補助金及び技
術開発支援

省エネ補助金・
コージェネ補助
金及び戦略的省
エネルギー技術
革新プログラム

再エネ熱利用 省エネ

トップランナー
制度

（給湯器、エア
コンなど）

建築物省エネ
法

規制措置

産業

業務

家庭

省エネ法（事
業所規制）、
温対法、環境
確保条例（東
京都）

ZEH・ZEB補助

金・省エネ改修
（断熱リノベ補
助金）

地産地消型
再生可能エネ
ルギー面的利
用等推進事
業費補助金

低炭素社会
実行計画

支援措置

行動計画 機器効率
事業所のｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量・GHG排出量

建築物の
エネルギー性能

自主的取組

業界ごとに、それ
ぞれGHG削減を
がんばる。政府は
それをレビューす

る。
（プレッジ・アンド・

レビュー方式）

企業全体、エネル
ギーを多く使用し
ている事業所にエ
ネルギー削減義務
を求める（努力目

標）。

建物の省エネ性能
の基準を規制する。

エネルギーを消費
する機器の効率を
規制する。

様々な補助金があ
る。※2021年現在
は少し変わっていま
す。また、これ以外
もあります。
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熱エネルギーの観点から見た政策課題（私の主観） 再エネ熱の話は後でします。

政策 実施事項 課題

低炭素社会実行
計画（旧経団連
環境自主行動計
画）
（1997年～）

業界ごとに、GHG削減目
標と手段を立案し、実行す
る。政府はそれをレビュー
する（プレッジ・アンド・レ
ビュー方式）

◼ 基本的に産業界に配慮した自主的取り組みがベースと
なっている。

◼ 一歩一歩、着実に進展が見込まれるものの、産業界全体
の目標の設定・整合が難しい。

◼ 業種間で取組水準の不均衡がある。

省エネ法（事業所
規制）・温対法
（1979年～）

中長期で年1％のエネル
ギー消費原単位改善を努
力目標とする。GHGは報
告のみ（東京都等を除く）

◼ エネルギー量で評価されるため、石炭・石油・天然ガスの
排出係数が加味されない。

◼ 電力の1次エネルギーの換算係数において電源構成の変
化が反映されない。（再エネ等による低炭素化や、石炭・石
油・天然ガスの排出係数の違いは考慮されない。）

建築物省エネ法
（2015年～）

建築物の省エネ基準を大
規模から段階的に義務化
する。

◼ 温暖な気候条件の地域が多いこと、高効率機器の普及が
進んでいたこともあり、諸外国に比べて建物性能の基準は
遅れている。

省エネ法（トップラ
ンナー制度）
（1998年～）

エネルギー消費機器（家
電・自動車・産業機器など）
の効率に関する規制をす
る。

◼ 日本のカイゼン文化と相まって成功した政策であるが、近
年は効率改善が技術的に難しくなっている。

◼ 機器の種類の転換（例えば、直接燃焼機器からヒートポン
プ機器への転換など）については今後の改善が期待される。

省エネルギーに
関する支援策

省エネ補助金などによって、
規制措置と両輪で推進

◼ 経済性以外にも脱炭素化に向けた課題あり。（後述）
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（参考）省エネ法の歴史

（出所） 資源エネルギー庁「省エネ大国・ニッポン～省エネ政策はなぜ始まった？
そして、今求められている取り組みとは？～」

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/ondankashoene/shoenetaikoku.html#topic01https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/ondankashoene/shoenetaikoku.html
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（参考）トップランナー制度の効果の例

トップランナー基準の改定に伴い、省エネ化が進展してきた。
※2021年1月現在、経済産業省の審議会「エアコンディショナー及び電気温水機器判断基準ワーキンググループ」にて第3次基準を検討中。

（注） 一般社団法人日本冷凍空調工業会が冷暖房兼用・壁掛け形・冷房能力2.8kWクラス省エネルギー型の代表機種の単純平均値をもとに算出
（出所）資源エネルギー庁「省エネカタログ」をもとに三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

エアコンのエネルギー消費効率の推移
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経済性だけではない熱の脱炭素化の課題

人間の認知バイアスにより生じる課題や構造的な課題も多く、規制やナッジ（行動科学に基づ
くアプローチ）による解決が期待される。

省エネバリアの分類 バリアの内容 熱の脱炭素化に関する例

情報不足 省エネ機会に関する情報欠如により、経済性
に優れた機会が見過ごされる可能性がある。

熱エネルギーは多様かつ複雑であり、必ずし
も正しい情報に基づき、合理的な判断ができ
ない可能性がある。

限定合理性 時間、情報的処理能力の限界により、正しい
意思決定が行われず省エネ機会が無視され
る可能性がある。

スプリット・インセンティブ 導入者が省エネ対策の便益を享受できない
と省エネ機会が無視される可能性がある。

賃貸住宅・オフィスにおいては、オーナーの
利益につながらないことから、断熱性能や熱
機器の効率が軽視される傾向がある。

リスク 新たな技術への信頼性が低い等の理由によ
り、省エネ投資のリスクが高く評価される可
能性がある。

熱は輸送が困難なため、熱供給事業におい
ては、熱供給者と熱需要家のどちらかが撤
退することによる影響が大きく、事業リスクが
高い。

隠れた費用 省エネ対策に関する情報探索や交渉等の取
引にかかる費用等の存在により、省エネ対
策の導入を妨げる可能性がある。

生産設備と加熱設備が一体化している場合、
設備更新の手間や生産能力の低下による不
利益を恐れ、省エネの追求には慎重になる。

（出所）資源エネルギー庁資料をもとに作成（熱の脱炭素化に関する例を追記）
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欧州からの示唆：長期を見据えた熱エネルギーに関する戦略策定（イギリスの例）

欧州でも熱の脱炭素化は遅れているものの、検討は進展。特にイギリスの連立政権時代（保
守党・自由民主党）の熱ロードマップは国単位の戦略策定のイメージとして参考となる。

※熱利用は、気候条件、ライフスタイル、都市構造、産業構造に大きく影響を受けるため、イギリスの戦略そのものよ
りもそのまとめ方が参考になる。
- 脱炭素化に向けて、中長期を見据えた戦略となっている。
- 部門別にも供給から需要まで詳細に検討されている。
- 熱目線で経済的インセンティブから規制まで政策ミックスがまとめられている

※なお、2015年以降の保守党単独政権では本戦略を前提としていません（今読むと内容もやや古くさい）

文書名 概要

The Future of Heating:A

strategic framework for low 

carbon heat in the UK

（2012年3月）

英国の熱需給の現状を部門別に分析した上で、それぞれの低炭素
化の方向性を示している。

The Future of Heating:

Meeting the challenge

（2013年3月）

上記戦略のフォローアップとして、「産業熱」、「熱ネットワーク」、「建
築物の熱」、「グリッド及びインフラ」という 4つの課題にフォーカスし
ている。
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イギリスの熱戦略の参考となる点①

イギリスの熱戦略では、供給・需要別、部門別に課題や政策ミックスが整理されている。

（出所）DECC「The Future of Heating:A strategic framework for low carbon heat in the UK」 (2012年)に一部追記

家庭

業務

産業

家庭

業務

産業

経済的インセン
ティブから、規制
措置までわかり
やすく整理されて
いる。（本文では
課題もわかりや
すく整理されてい
る。）

需要サイド

供給サイド
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イギリスの熱戦略の参考となる点②

民生部門
（建物）

産業部門

都市部・郊外部・農村部
に分けて検討

（日本の場合はこれに加
えて寒冷地・非寒冷地の
違いも考慮する必要があ
る。）

工業団地（industrial 

hubs）のCCS適地への

産業移転の可能性など
踏み込んだ記述もあり。

（出所）DECC「The Future of Heating:A strategic framework for low carbon heat in the UK」 (2012年)に一部追記
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欧州からの示唆：セクターカップリングに関する先行的な検討

今となっては、日本でもその概念が浸透しているが、セクターカップリングについてもいち早く
検討が進められてきた。

熱
セクター

電力
セクター

交通
セクター

①熱セクターの
低炭素化

①交通セクターの
低炭素化

②電力系統安定化
（再エネ変動吸収）

②電力系統安定化
（再エネ変動吸収）

再生可能エネルギーの導入が
先行的に拡大（電源の低炭素化）

EV充放電,モーダルシフト, 

Power to Liquid, 

Power to Gas, 

Power to Heat, Power to 

Gas, CGS, 再エネ熱
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欧州からの示唆：費用便益分析も重視

単に目標設定をするだけでなく、外部費用（≒CO2排出が社会に与える損失等）を含めた費
用便益分析を重視

（デンマークの例）
◼ 1979年に制定された熱供給法によって、自
治体が熱供給計画の策定が義務付け

◼ 熱供給計画では、エネルギー需要に基づく
費用便益分析に基づき、地域熱供給、ガス、
その他エリアなどに熱供給方法のゾーニン
グが行われる。

◼ 自治体が費用便益を判断するために、計算
方法や前提条件（将来のエネルギー価格の
想定値、割引率、CO2排出等の外部費用
等）が政府のガイドラインにより提供されて
いる。

（欧州全体の例）
◼ エネルギー効率化指令EED（2012/27/EU）
⇒加盟国に対して地域冷暖房の導入ポテンシャル
評価や、費用便益分析に基づく熱供給オプション
の評価及び評価に基づく政策的支援が義務付け

◼ 再生可能エネルギー指令REDII（2018/2001/EU）
⇒加盟国は2021～2025年、2026～2030年の期間
に熱部門（加熱・冷却）の最終エネルギー消費に
占める再生可能エネルギーの使用割合を年平均
1.3％増加させるように努める（排熱利用を含めな
い場合は1.1%を削減目安とする）

※欧州に比べて気候条件が温暖な日本は地域冷暖房に拘る必然性は
ないが、熱供給オプションの費用便益分析を実施することは重要
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2050年カーボンニュートラルのイメージ例①

日本でも、供給サイドでは、イノベーションを前提とした2050年の方向性は見えつつある。

（出所） 国立環境研究所AIMプロジェクトチーム「2050年脱炭素社会実現の姿に関する一試算（総合資源エネルギー調査会 基本政策分
科会第34会会合）」（2020年12月）
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2050年カーボンニュートラルのイメージ例②

具体的には、再エネ電気等＋電化を基本とし、電化が困難な領域で新燃料等（合成燃料、水
素、バイオマス等）が期待されている。

（出所） 国立環境研究所AIMプロジェクトチーム「2050年脱炭素社会実現の姿に関する一試算（総合資源エネルギー調査会 基本政策分
科会第34会会合）」（2020年12月）



BAR 本文ページ

18 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

再エネ熱等の分類

再エネ熱は固有の温度特性を持つことから、熱需要の温度帯に合わせて使用することが重要
である。

持続可能なバイオマス：産業熱等の熱源利用
※持続可能でないバイオマスは再生可能エネルギーとはいえません。

太陽熱：忘れ去れられつつある民生部門の省エネの有力オプション

地熱（温泉熱を含む） 雪氷熱（冷熱）

地中熱：寒冷地等の電化対応（空気熱に比較した場合の省エネ）

その他環境熱
（海水熱・河川熱・下水熱）

空気熱：電源の脱炭素化に合わせたエアコン・ヒートポンプ給湯器による電化の促進
※欧州では、空気熱も高効率なヒートポンプを用いることで再生可能エネルギー熱に分類（REDII ANNEX VII）

直接利用の壁

年間・日間の温度変化の壁

温
度
帯
（≒

エ
ク
セ
ル
ギ
ー≒

熱
の
質
）

＋排熱

（多種多様だが、利用しや

すいものはされている）

輸送性の壁
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（参考）バイオマスの産業用熱利用

現状では、バイオマスは、FIT制度による高額補助を背景に発電向けに使用されることが多い
が、高温熱の脱炭素化の有効な手段となるため、将来に期待。

https://www.jwba.or.jp/introduction-guidebook/

（バイオマスの産業用熱利用に関する雑感）

◼現状では、建築廃材等の低価格のバイオマスでないと、以下の理
由から許容されにくい。

⚫ 産業界の燃料調達コストがかなり安い（大口顧客であることに
よる割引、輸送燃料以外の燃料税が低水準なため）

⚫ 発電優位な市場設計（コスト低下見込みの低いバイオマス発電
の優遇によって、バイオマスが熱利用向けに供給されない。）

◼将来的に、カーボンプライシングの上乗せ措置、太陽光・風力の
価格低下によるバイオマス発電の優位性のさらなる低下等が起
これば、バイオマスの産業用熱利用が有力なオプションに成り得
る。

◼ ただし、バイオマス資源量には限りがあるため、これだけで産業
部門のカーボンニュートラルの達成は難しい。

https://www.jwba.or.jp/introduction-guidebook/
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バイオマスエネルギー利用の前に考えるべきこと

木材はマテリアル利用することで、すぐに燃焼するよりも気候変動対策としての効果は上がる。

（マテリアル利用の環境面でのメリット）

◼ 鉄・コンクリートを代替することによるライフサイクルCO2削減効果が期待（今後、要検証）

◼ 鉄・コンクリートよりも断熱効果が高い

◼ カーボンが固定化されることにより、CO2排出を先送り可能（バイオマスは、燃焼時にCO2が発生する
が、先送りすることで、気候に与える影響を軽減できる）

◼ 使用した後は建築廃材という安価なバイオマスとして利用可能。（真のカスケード利用）

（出所） 三菱地所株式会社、MEC Industry株式会社プレスリリース「製造から販売までを統合して行う新たな総合木材事業体MEC Industry 株式会社設立～鹿児島県湧水町を拠点とした木材建築の推進～」
（2020年7月） https://www.mec.co.jp/j/news/archives/200727_mec_mecisetsuritsu.pdf

（CLTについて）

https://www.mec.co.jp/j/news/archives/200727_mec_mecisetsuritsu.pdf
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（参考）CLT活用：三菱地所の取り組み例

日本でも木材を構造材に利用した高層建築が実現しつつある。

（出所） 三菱地所株式会社、MEC Industry株式会社プレスリリース「製造から販売までを統合して行う新たな総合木材事業体MEC Industry 株式会社設立～鹿児島県湧水町を拠点とした木材建築の推進～」
（2020年7月） https://www.mec.co.jp/j/news/archives/200727_mec_mecisetsuritsu.pdf

https://www.mec.co.jp/j/news/archives/200727_mec_mecisetsuritsu.pdf
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１．熱エネルギー政策の必要性
２．再エネ熱の位置づけ
３．2050年カーボンニュートラルに向けて（個人的な雑感）
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熱の脱炭素化に向けた方向性

民生部門に比べて、産業部門の脱炭素化の難易度は高い。

◼ 民生部門（基本的な方向性はわりと明確）

⚫ 再エネ等のゼロエミッション電源化＋電化

⚫ 再エネ熱利用の推進

⚫ 建築物の省エネ推進（高気密・高断熱化＋高効率な機器の普及）

◼ 産業部門（特にエネルギー多消費の素材産業はイノベーション頼み）

⚫ 低炭素燃料への燃料転換（石炭→石油→天然ガス→持続可能なバイオマス・廃棄物）

⚫ 資源効率の向上（リサイクル率向上、省資源化したデザインの推進、製品歩留まり向上、リユース
促進、製品の長寿命化、大量消費・大量廃棄の抑制など）

⚫ 上記では、不十分なためイノベーションが必須（水素、メタネーション、産業用ヒートポンプ等による
電化、CCSなど）

再エネ熱はもちろん重要ではあるが、再エネ等のゼロエミ電源の進捗次第ともいえる。



BAR 本文ページ

24 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

再エネ電気由来の熱を使用する場合の課題①

再エネの低コスト化に対する見通しはある程度はあるものの、 普及課題は残っている。

VS

◼ 経験曲線効果（太陽光発電など）

◼ 規模の経済（風力発電など）

◼ イノベーションの進展

◼ 系統運用ルールの見直し
（日本版コネクト＆マネージ）

◼ 立地制約・景観問題

◼ 送電インフラ整備コスト

◼ 蓄電コスト

◼ 燃料の変換・輸送コスト
（水素等の燃料を使用する場合）

コスト低下の主な要因 普及の課題
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再エネ電気由来の熱を使用する場合の課題②

世界では、発電コストの面で再エネ優位になりつつあるが、国内外の価格差がどの程度残る
のか、いつまで残るのかが産業政策の観点からは重要。

（出所） 黒崎美穂（Bloomberg NEF）「世界のエネルギー市場の転換と石炭」（2020年4月）
https://www.env.go.jp/earth/%E8%B3%87%E6%96%99%EF%BC%94%EF%BC%8D%EF%BC%91%E3%80%80%EF%BC%88%E5%85%AC%E9%96%8B%E7%94%A8%EF%BC%89JP_BNEF

%20presentation-public.pdf

https://www.env.go.jp/earth/%E8%B3%87%E6%96%99%EF%BC%94%EF%BC%8D%EF%BC%91%E3%80%80%EF%BC%88%E5%85%AC%E9%96%8B%E7%94%A8%EF%BC%89JP_BNEF%20presentation-public.pdf
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今後の検討課題を考える上での前提：人口減少と高齢化

今後の人口減少とさらなる高齢化も考慮すると、脱炭素化と産業政策、都市政策を併せて議
論していくことも重要

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」
http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_gaiyou.pdf

総人口の推移 年齢区分別の人口推移

http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_gaiyou.pdf
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今後の検討課題①：産業構造とライフスタイルの変化

エネルギー本来の役割・性質から考えると、産業構造とライフスタイルの変化・転換が必要か。

産業
エネルギー

人手

増やす→なるべく増やさない

減らす→減る

技術力を上げる≒エネルギーの使い方がうまくなる

物質

情報

輸送

利便性

化石燃料

再エネ

需給に基づく国際価格形成エネルギー密度高い

エネルギー密度低い 地産地消（地域の価格・
ポテンシャルの格差が大）

エネルギー多消費産業は
海沿いに集積

高付加価値製品へのシフト
立地の変化？
（例. アルミ産業、石化産業）

②エネルギー多消費産業の方向性

デジタル化による
物質・移動の削減
（特に物質の削減は
産業熱の削減に寄与）

生産性を上げる
≒アウトプット／インプット比率を上げる

①産業全体とライフスタイルの変化

ライフスタイルの変化・転換
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今後の検討課題②：都市構造とライフスタイルの変化

コンパクトシティ化はこれまでうまくいっているとはいえないが、人口減少によるインフラの集約
の必要性、止まらない宅地開発等の現状を踏まえると、さらなる政策強化が必要か。

◼ 都市化の環境面でのメリット

⚫ 集住（表面積削減による物質・空調エネルギーの削減）

⚫ 公共交通の利用増

（参考） 吉永明弘「どんな住まいがエコなのか ――「都市の環境倫
理」再論」（2017年2月）https://synodos.jp/society/18874

（出所） 総務省「住宅・土地統計調査」

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

建て方別の住宅数の推移

（今後の論点例）

立地適正化計画 VSデジタル化による都市のメリット低下

地方の人口減対策競争の解決と開発の在り方検討

農地の利用（宅地転用の抑制と太陽光発電転用促進の是非）

◼ 都市拡大（スプロール化）の環境面でのデメリット

⚫ 集住の逆転

⚫ 自動車依存の拡大

⚫ 再生可能エネルギーの立地制約の加速

まとめ：2050年カーボンニュートラルに向けて、熱の観点からも総合的な検討が必要

https://synodos.jp/society/18874
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